
 

 

 

 

 

 

 

受給者証の交付を希望される方は、次の必要書類をそろえて、住所地を管轄する保健福祉事務所等（別紙

参照）に郵送または持参してください。（※1.申請書と 2.臨床調査個人票がそろえば受付できます。） 

１ 特定医療費（指定難病）支給認定申請書 

２ 
臨床調査個人票【新規】 （医師が作成したものを申請者が提出） 

難病指定医が作成し、かつ概ね３か月以内のものです。 

３ 
住民票の写し（原本） 

申請者の住民票上の世帯全員が記載され、続柄があり、概ね３か月以内に交付されたもの 

 
保険の種

類 

国民健康保険 /国民健康保険組合 

後期高齢者医療制度 

全国健康保険協会 / 健康保険組合 

共済組合 / 船員保険 

４ 
保 険 証

のコピー 

受診者と同じ医療保険の世帯全員の保

険証のコピー 
受診者の保険証のコピー 

５ 

世 帯 の

所得を確

認できる

書類（原

本） 

受診者と同じ医療保険の世帯全員の 

令和 6 年度市町村民税所得課税証明書 

＊義務教育を修了していない者は、省略可 

被保険者の 

令和 6 年度市町村民税所得課税証明書 

＊被保険者が非課税である場合は、受診者の令

和 6 年度所得課税証明書も必要です。（受診

者が義務教育を修了していなければ省略可） 

次に該当する場合は、令和 6 年度所得課税証明書のほかに下記の書類の提出が必要です。 

受診者の属する｢世帯｣が市町村民税非課税世帯であり、受診者本人又はその保護者に障

害年金・遺族年金・特別児童扶養手当・障害手当・福祉手当・障害補償(労災)等がある場

合（老齢年金は除く。） 

上記年金・手当等の額を確認できる書類（振込通知書など） 

６ 個人番号（マイナンバー）調書  受診者等のマイナンバーを記入してください。 

７ 

番号確認書類及び本人確認書類 

8．個人番号調書に記入したマイナンバーを確認できる書類と番号の持ち主を確認できる書類です。 

個人番号調書に詳しい記載がありますのでご確認ください。 

 

  

特定医療費（香川県指定難病）受給者証の新規申請について  

（令和 6年 7月 1日～令和 7年 6月末までに新規申請する方へ）      

 

R6.7.1 



その他の注意事項 

注１）受給者と同じ世帯内に香川県指定難病の受給者がいる場合 

   →該当する方の受給者証のコピーが必要です。 

注２）審査の結果は、申請書類受理日の翌々月上旬にお知らせする予定です。 

注３）上記以外にも必要に応じて、他の書類の提出をお願いする場合があります。 

注４）慢性腎不全で申請する際に人工透析治療を既に開始している場合は、他の制度

で助成を受けることができるため、当制度で申請をすることができませんので、

ご注意ください。また、生活保護を受給されている場合も、生活保護の給付が優

先されるため、申請することはできません。 

注５）マイナンバーカードの健康保険証利用（マイナ保険証）をされていて紙の保険証を

持っていない方は、5:保険証のコピーは提出不要です。 

   

 

自己負担上限額表（月額） （単位：円） 

   

 

※１「高額かつ長期」とは、月ごとの医療費総額が 5 万円を超える月が年間 6 回以上ある者。 

  （例えば、医療保険の 2 割負担の場合、医療費の自己負担が 1 万円を超える月が年間６回以上） 



 

（別紙）  
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（別紙 2）  


